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一  経過報告 

 「伊方原発をとめる会」準備会は、6 月 10 日以降、７回の準備会と３回の事務担当者会議、３回の

弁護団準備会議を開催し、その間、伊方原発３号機の再稼動を認めない申し入れと、田中三彦氏の講

演会を開催いたしました。 
【２０１１年】 

０６月１０日  第１回準備会   

０６月２１日  第２回準備会  

０７月０６日  県知事・伊方町長等への申し入れ。  

愛媛県知事・伊方町長に対して、伊方原子力発電所３号機の再稼動を認めないこと

を求める申し入れ書を提出した。この申し入れは、愛媛県、伊方町、四国電力株式会

社の３者間で締結した「伊方原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定

書」１３条により、安全確保のために原子炉の停止などの措置要求ができることによ

るものである。なお、この日八幡浜市長、大洲市長に対しても県と伊方町に、同様の

申し入れをするように要請した。 

０７月２１日  第３回準備会   

０８月１０日  第４回準備会   

０８月３０日  第５回準備会   

０９月１３日   第１回事務担当者会議 

０９月２１日  第６回準備会   

０９月２７日      （第１回弁護団準備会議） 

１０月０３日   第２回事務担当者会議 

１０月０９日  「元原子炉設計者・サイエンスライター 田中三彦講演会」 

コムズにおいて、元原子炉設計者・サイエンスライター田中三彦氏の講演会開催。

演題「データーは地震による破壊の疑いを示している」。特別報告に、福島から避難

してこられた農業従事者、渡部寛志氏。 

１０月１７日  第７回準備会 

１０月１９日      （第２回弁護団準備会議） 

１０月２８日   第３回事務担当者会議 

１０月２９日      （第３回弁護団準備会議） 

１１月０３日  「伊方原発とめる会」発足総会 

 
【資料】7 月 6 日の申し入れ資料、10 月 9 日の田中講演会資料 
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二  ２０１１年度 活動方針案 

 
１. はじめに 

福島原発の事故は、人間が制御しきれない原発の実態を示しました。今も事故の

収束に至らず、膨大な被害と深刻な影響が進行しています。原発は、なくさなくて

はならず、人類と共存できないものです。しかし、日本政府は今後も原発を推進し

ようとしています。私たちが何もしなければ伊方原発をはじめ全国の原発が稼働し

ます。原発に頼らない覚悟と行動が今求められています。 
私達は、愛媛県にある伊方原発をとめ、自然エネルギーへの転換を図ることを目

的として活動します。「伊方原発をとめる」ための方法は４つあります。第１は、国

策を原発から自然エネルギーに転換することです。第２は、地元の首長が稼働に同

意しないことです。伊方原発であれば愛媛県知事か伊方町長が同意しないことです。

第３は、裁判所の稼働停止の判決です。第４は、四国電力株式会社自身が原発をと

め、廃炉を決定することです。その鍵は、主権者である県民の世論と運動の力です。 
福島での事故を風化させず、原発をとめ、自然エネルギーへの転換を国民的合意

としようではありませんか。私たち一人ひとりが、立ち上がることによって日本を

変え、世界を変えることができます。微力だが無力ではありません。大切な「いの

ち」を次の世代に引き継ぐ為に声を上げましょう。「伊方原発をとめる会」への活動

に、一人でも多くの人が参加できる活動にしたいと願っています。 
 
 

２. 具体方針 

(１) 講演会、学習会、集会などの開催 

原発の脆弱性・危険性問題、地震・津波の問題、被ばく問題、自然エネルギーへ

の転換、廃棄物や廃炉に向けた問題などについて、講演会や学習会を検討し企画し

ます。国、電力、県などの動きを見た上で、時機を得た「集会」などを行います 
 

(２) ニュース、パンフレットなどの作成 

会の取り組みや、原発をめぐる様々な情勢、重要な企画の紹介、裁判に関する

ニュースやパンフレットなどを発行します。 
 

(３) 伊方原発訴訟への支援 

「伊方原発をとめる」ために、今回新たに取り組まれる「裁判」を全面的に支援

します。原告団結成に至る支援を行い支援組織としての機能を確立します。原告団・

弁護団とかたく連携した取り組みをめざします。裁判の重要な時期には、傍聴や宣

伝などに取り組みます。 
               別紙に訴状骨子 

 
(４) 署名活動、首長・議会等への請願など 

伊方原発をとめるための、署名、要請、請願、申し入れなどに積極的に取り組み

ます。情勢に応じて、広く県民・国民世論の喚起につながる取り組みを検討し、会

員が一致する内容で取り組みます。 
 

(５) ホームページの開設、運営 

当会の取り組みを紹介し理解と支援が広がるよう、ホームページまたはブログ様

式の広報ページ作成をめざします。 



 

 

 
(６) その他 

会の運営とあらゆる行動において非暴力に徹します。会の決定については合意方

式（コンセンサス方式）をとり、粘り強く合意形成をはかります。 
 

 
三  ２０１１年度予算案 

        ２０１１年１１月３日から２０１２年３月３１日まで 
 

個人会費 1,000,000 1000名の会費
団体会費 600,000 200団体の会費
カンパ 600,000 準備会余剰金含む
雑費 30,000
書籍販売 10,000

合計金 2,240,000

講師費用 200,000
賃料 250,000 月額5万
人件費 500,000 月額10万
集会会場費 100,000 会場費用・看板
会議費 20,000 事務局会議、幹事会
宣伝費 150,000 チラシ等
通信費 150,000 切手、送料等
事務所経費 150,000 電話、コピー、ＦＡＸ、光熱費
事務所活動費 50,000 駐車料金、交通費他
消耗品費 50,000 印刷用紙、封筒
弁護団へ 300,000
雑費 70,000
予備費 250,000

合計金 2,240,000

収入の部

支出の部

 
 
 
 

四  役員案 

別紙 
 
 
 

以上 



伊方原発運転差止訴訟訴状骨子 

 

原告 伊方原発の事故によって生命，身体，健康に被害を受ける住民個人 

被告 四国電力株式会社 

1. 原告らが，人格権に基づき，被告に対し，伊方１～３号炉の運転停止を求める民事訴訟 

2. かつての伊方訴訟により，最高裁が，｢万が一を許さない原則｣｢現在の科学技術水準原則｣｢主

張・立証責任原則｣を確立 

3. 福島第一原発事故 

① レベル７の最悪事故による甚大な被害 

② 地震動による事故 

4. 原発の危険性 

① 大量の放射性物質の製造と蓄積 

② 核暴走事故(チェルノブイリ)と冷却材喪失事故(スリーマイル) 

③ 確率論の誤り(１００万年の１回←現実には１０年に１回) 

④ 事故による被害予測(ブルックヘブン研究所，科学技術庁) 

⑤ 地震の危険性 

(ア) 地震国と立地指針との矛盾，福島第一は０．０％，６つの地震の連動は地震学者の頭

になし 

(イ) 南海連動地震(岡村教授の調査) 

(ウ) 中央構造線(伊方１号炉では無視，２号炉では軽視) 

(エ) ｢止める｣ことさえ出来ない 

⑥ 柏崎刈羽，福島第一で陳腐化した耐震「新指針」 

⑦ 長時間の電源喪失を考慮せず，単一故障で足りるとした安全設計ならびに安全評価指針 

⑧ 劣化による危険性 

金属疲労，腐食，応力腐食割れ，中性子照射脆化と加圧熱衝撃 

5. プルサーマルの危険性 

6. 伊方の事故の特質 

閉鎖性海域，佐田岬半島西側の避難 

7. 裁判官に対する戒め 

8. 結論 

｢主張・立証責任原則｣により，｢現在の科学技術水準原則｣によって，｢万が一を許さない原則｣

を満たすだけの主張・立証に被告が成功しない限り，伊方原発の運転は差し止められるべき 



 

 

2011 年 11 月 3 日 

伊方原発をとめる会 規約 
 
１条（名称） 本会は、「伊方原発をとめる会」と称し、事務所を松山市内に置く。 
 
２条（目的） 本会は、伊方原発をとめること、自然エネルギーへの転換をはかることを目的と

する。 
 
３条（活動） 本会は、前条の目的を達成するために、次の活動を行う。 
（１）講演会、集会、学習会などの開催 
（２）ニュース、パンフレットなどの作成、配布などの宣伝活動 
（３）伊方原発訴訟への支援 
（４）署名活動、首長・議会等への請願など 
（５）ホームページの開設、運営 
（６）その他 
 
４条（会員及び総会） 
（１）本会は、本会の目的に賛同する個人や団体の会員によって構成する。 
（２）総会は、会員（個人会員及び団体を代表する者 1 名）によって構成する。 
（３）総会は、年一回以上開催し、共同代表、幹事及び監査を選出し、経過報告・決算、活動方

針・予算その他重要事項を決定する。 
 
５条（役員並びに幹事会など） 
（１）本会に共同代表を置く。 
（２）本会には５０名程度の幹事を置く。 
（３）幹事会は会の活動を決定し執行する。 
（４）本会には２名の監査を置く。監査は会計を監査し、総会で報告する。 
（５）総会または幹事会の決定に基づき、事務局員を置く。事務局員の中から事務局長及び事務

局次長を置く。事務局員は、幹事会の決定に基づき必要な事務を行う。 
 
６条（財政） 
（１）個人会員は年間一口 1,000 円以上（学生は 500 円）、団体会員は年間一口 3,000 円以上、

とする。 
（２）広く寄付金を募る 
（３）会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 

以上 
 
 
【事務所】 
〒790-0003 愛媛県松山市三番町５－２－３ハヤシビル３F 

TEL:089-948-9990 FAX:089-948-9991 E-MAIL：ikata-tomeru@nifty.com 
【開設口座】 
◆愛媛銀行大街道支店：【口座名】伊方原発をとめる会草薙順一【口座番号】５７６３８３１ 
◆伊予銀行本店営業部：【口座名】伊方原発をとめる会草薙順一【口座番号】４６７９９９７ 

 ◆郵便口座を設けることを確認した。 



 

 

2011 年 11 月 3 日 

役 員 
 

１. 共同代表 

安西賢誠（真宗大谷派専念寺住職）、大原英記（県平和運動センター事務局長）、 

草薙順一（弁護士）、河野文朗（愛媛医療生協理事長）、白戸暉男（コープ自然派えひめ

理事長）、清野良榮（松山大学教授・福島県出身）、須藤昭男（インマヌエル松山キリスト

教会牧師・福島県出身）、立川百恵（コープえひめ前理事長）、中尾寛（愛媛労連特別執行

委員）、真鍋知巳（医師）、益田紀志雄（医師）、村田武（愛媛大学社会連携推進機構教授）、

和田宰（伊方等の原発の危険に反対する愛媛県民連絡会議代表幹事）、渡部寛志（福島県

南相馬市から避難した農業従事者） 
 

２. 幹事 ※総会では、50 名程度を目標に 2011 年度幹事会の総意によって幹事の追加を可能とした。 

阿部純子 安西賢誠 石本憲一 逢坂節子 大西俊夫 大原英記 奥田恭子  

小倉正 梶原時義 加藤俊生 草薙順一 国元雅弘 坂田進 島本保徳 須藤昭男 

武井多佳子 立川百恵 田中慈照 中尾寛 中島清延 中野鈴恵 中野正明 

中川悦良 中村嘉孝 西原一宇 畑野稔 村田武 山本勣 和田宰 

弁護団から（薦田伸夫 東俊一 高田義之 中川創太） 

 

３. 監査 

高下博行 篠崎英代 

 

４. 事務局 

○事務局員 大原英記 奥田恭子 草薙順一 国元雅弘 武井多佳子 中尾寛 

中島清延 西原一宇 松浦秀人 和田宰 

○事務局長 草薙順一 

○事務局次長 和田宰 

 

以上 氏名はアイウ順 




